
道路交通法の一部を改正する法律案（概要）

自転車等の交通事故防止のための規定の整備

そ の 他

① 携帯電話使用等及び酒気帯び運転の禁止

携帯電話使用等に起因する交通事故件数 ○ 自転車の運転中の携帯電話使用
等に起因する交通事故は増加傾向

○ 自転車を酒気帯び状態で運転し
たときの死亡重傷事故率が高い

酒気帯び運転による死亡重傷事故率

自転車の運転中の携帯電話使用等及
び酒気帯び運転を禁止するとともに、
罰則規定を整備し、交通事故を抑止

② 自転車等の安全を確保するための規定の創設

同一の方向に進行する自動車等対自転車事故のうち自転車の右側面が接触部位の事故
割合は増加傾向（令和４年は53％にまで増加）

車道における自動車等と自転車等の側方接触を防止するため新たな義務として、自動
車等が自転車等の右側を通過する場合において両者の間に十分な間隔がないとき、

自転車等との間隔に応じた安全な速度で進行

できる限り道路の左側端に寄って通行

③ 自転車等に対する交通反則通告制度（青切符）の適用

自転車の検挙件数が増加する中、現行の違反処理（刑事手続）では、取締り現場での長時間の手続や後日
の出頭、前科が付く可能性がある。

自転車等の運転者（16歳未満の者を除く。）がした一定の違反行為を交通反則通告制度（青切符）の対象
とし、合理化を図る。
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【交通反則通告制度と刑事手続との関係】
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※ 反則金の納付は「任意」であるため、反則金を納
付しないことにより、刑事手続による処理を選択す
ることができる。

※ 飲酒運転、無免許運転など、
特に悪質な違反は制度の対象外
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○ 原動機付自転車等の運転の明確化
○ 普通仮免許等の年齢要件の引下げ

・ 車両区分が不明確
・ 交通事故・違反の増加

原動機に加えペダル等を備えて
いる原動機付自転車等をペダル
等を用いて走行させることが、
原動機付自転車等の運転に該当
することを明確化

早生まれの者も高校
卒業までに普通免許
等を取得できるよう、
普通仮免許等の年齢
要件を18歳から17歳
６か月に引下げ

高校卒業までに教習所を卒業する者の割合

※ 普通免許等の年齢要件は、引き続き18歳

（高校３年生・誕生月別）
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